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ドローンの利活用事例（物流）

・米国Zipline社製ドローン
・配送に使用
・目的地の上空からパラシュート付の箱
を自動で投下

（出典）そらいいな(株) 公式ＨＰより

そらいいな(株) （豊田通商グループ）
奈留島向け(片道約20km)
新上五島町向け(片道約
70km)

KDDIスマートドローン(株)等

（株）NEXT DELIVERY

長崎県五島市 商業配送（2022年５月～）

東京都檜原村 実証（2023年12月）

北海道上士幌町 商業配送（2023年12月）
＜離島間の医薬品配送＞

＜レベル４飛行による日本初の医薬品配送＞

＜初のレベル3.5による料理等の配送＞

（出典）KDDIスマートドローン(株)プレスリリース資料（令和５年12月８日）より

輸送先
（桧原サナホーム）

ドローン飛行ルート
片道約2.4km

輸送元
（檜原診療所） 株式会社ACSL製「PF2-CAT3型」

株式会社ACSL製 「AirTruck」

（出典）株式会社NEXT DELIVERYプレスリリース案（令和５年12月12日）

・配送拠点とレストラン間で料理を配送
・配送拠点と個人宅間で新聞（夕刊）
を配送
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（参考）無人航空機の飛行レベル

（立入管理措置なしで
第三者上空飛行）

レベル４

目視内での
操縦飛行

目視内で
自律飛行

無人地帯における目視外飛行

空撮

レベル１

橋梁点検

レベル２

農薬散布

レベル３

目視内 目視外

無人地帯
（立入管理措置（※）により
第三者上空飛行せず）

有人地帯
土木測量

有人地帯での目視外飛行

（※）立入管理措置の例

レベル３.5
操縦ライセンス取得者によるレベル3

飛行の立入管理措置緩和（ドローン
へのカメラ掲載で可）

物資輸送 インフラ点検
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レベル3.5飛行を事業に活用した主な地域

千葉県一宮町
・ブルーイノベーション
・災害時の避難放送

埼玉県秩父市
・グリッドスカイウェイ
・インフラ点検

北海道上士幌町
・NEXT DELIVERY
・物資配送：新聞、日用品、

食品等

かみしほろちょう

福島県南相馬市
・イームズロボティクス
・地元スーパーと連携した
平時と災害時の配送実証

石川県七尾市
・KDDIスマートドローン
・インフラ点検、保守、監視

東京都青梅市
・イームズロボティクス
・ドローン物流の社会実装に
向けた実証事業

高知県四万十市
・３次元測量事務所
・測量、空撮

滋賀県甲賀市
・ライズ
・不法投棄パトロール

熊本県湯前町
・iZMA
・インフラ点検、空撮

福井県敦賀市
・NEXT DELIVERY
・物資配送：食品等

兵庫県豊岡市
・日本郵便
・物資配送：郵便物

愛知県日進市
・中部電力
・インフラ点検

にっしんし

※上記以外の地域においてもレベル3.5飛行を実施している。

【令和7年5月31日時点】
運航者数：85事業者、団体等
飛行目的：物資配送、インフラ点検、空撮、測量等

ゆのまえまち

鳥取県境港市
・遠藤通船
・船舶への物資配送

いちのみやまち

静岡県浜松市
・HMK Nexus
・物資配送：医薬品等
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多数機同時運航を安全に行うためのガイドラインの策定

●対象
・レベル３又は3.5飛行で実施する１対５（操縦者１人に対して５機）までの運航※2

●各種要件等
・機体： 自動操縦機能（非常時の操作介入を含む）、機外を監視できるカメラ、フェールセーフ機能の装備 等

・操縦者： 緊急時の訓練を受けていること 等

・運航管理：状況把握・判断を容易とする操作・監視画面の配置とすること（ポップアップ機能の導入など） 等

・その他、運航リスクの検証と対策例等についても記載

○ 昨年10月に設置した「多数機同時運航の普及拡大に向けたスタディグループ」において、
「多数機同時運航を安全に行うためのガイドライン 第一版」を本年3月にとりまとめ、公表
○ 今回のガイドラインの策定に伴い、航空法の無人航空機関係解釈通達を３月に改正
○ 今後、ドローンの開発状況に応じて随時ガイドライン等を見直し（対象範囲・機体数上限も拡大）

※1: レベル１、２飛行で行われるドローンショーは対象外
※2: 現時点での上限として設定（人間の目による監視が前提）。

今後の見直しに当たってAI等の技術の活用も検討。

多数機同時運航を安全に行うためのガイドライン 第一版※1 （概要）
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令和５年12月に設置した「無人航空機の事業化に向けたアドバイザリーボード」において、無人航空機による
事業化促進のために次に取り組むべき課題として、一人の操縦者による複数の無人航空機の同時運航（多
数機同時運航）の普及拡大が必要との意見あり
こうした意見を踏まえ、複数の無人航空機の同時運航の普及拡大に向けて、令和６年10月に「多数機同時
運航の普及拡大に向けたスタディグループ」を新設

○ 設置趣旨

・ 第1回（令和6年10月22日）
多数機同時運航の現状と課題、各事業者の取組、今後検討すべき論点 等

・ 第2回（令和6年11月25日）
第１回を踏まえた論点の整理、各事業者の取組 等

・ 第3回（令和6年12月26日）
各事業者の取組、検討状況の報告、意見交換 等

・ 第4回（令和7年 1月31日）
各検討状況の報告、ガイドライン案の提示、意見交換 等

・ 第5回（令和7年 2月27日）
ガイドライン案の検討、今後のスケジュール 等

（※来年度も継続して開催予定）

（参考）多数機同時運航の普及拡大に向けたスタディグループ

無人航空機を利用した事業に携わる事業者、知見を有する事業者＋関係省庁オブザーバー
・ ANAホールディングス（株） ・ 日本航空（株）
・ 日本郵便（株） ・（株）ACSL
・（株）NEXT DELIVERY ・ PwCコンサルティング合同会社 等

○ 参加者

○ これまでの検討経緯
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